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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　システムユーザとの無線通信を提供し、セルラー基地局の群が中央局と通信するための
無線ミリ波中継線を有するセルラー通信システムであって、前記システムは、
　Ａ）複数のセルラー基地局と、前記基地局の各々は通信セルにサービスし、前記基地局
の各々は、
　１）３ＧＨｚ未満のセル電話無線周波数で前記セル内のユーザと通信するための低周波
送受信機と、
　２）７１ＧＨｚを超える中継線周波数で前記中継線の一部として他の基地局および中央
局と通信するための高周波送受信機とを含み、前記高周波送受信機は、前記セル電話無線
周波数を前記中継線周波数にコンバートするためのアップコンバート装置および前記中継
線周波数を前記セル電話無線周波数にダウンコンバートするためのダウンコンバート装置
を有しており、
　Ｂ）前記複数のセルラー基地局の高周波送受信機と７１ＧＨｚを超える周波数で通信し
ている前記中継線の一部として動作する少なくとも１つの中央局の高周波送受信機とを含
むセルラー通信システム。
【請求項２】
　前記複数のセルラー基地局の高周波送受信機の各々は、通常の天候においては１０億ビ
ット／秒を超えるレートで大気ディジタル情報を通じて第２のサイトに送信しかつそれか
ら受信するように機器構成されており、前記複数セルラー基地局の高周波送受信機は約２
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°以下の電力半値幅を有するビームを生成するアンテナを含む請求の範囲第１項のセルラ
ー通信システム。
【請求項３】
　前記複数のセルラー基地局の高周波送受信機の一方は、約９２．３～９３．２ＧＨｚの
範囲の周波数で送信し、約９４．１～９５．０ＧＨｚの範囲の周波数で情報を受信するよ
うに機器構成されている請求の範囲第１項のシステム。
【請求項４】
　異常な気象条件の場合には第１および第２のサイト間で情報の伝送を継続するように機
器構成された、１億５５００万ビット／秒未満のデータ伝送速度で動作するバックアップ
送受信機システムをさらに含む請求の範囲第１項のシステム。
【請求項５】
　前記バックアップ送受信機システムはマイクロ波システムである請求の範囲第４項のシ
ステム。
【請求項６】
　前記バックアップ送受信機システムは１０．７～１１．７ＧＨｚの周波数範囲で動作す
るように機器構成されている請求の範囲第４項のシステム。
【請求項７】
　前記バックアップ送受信機システムは５．９～６．９ＧＨｚの周波数範囲で動作するよ
うに機器構成されている請求の範囲第４項のシステム。
【請求項８】
　前記バックアップ送受信機システムは１３～２３ＧＨｚの周波数範囲で動作するように
機器構成されている請求の範囲第４項のシステム。
【請求項９】
　両方の前記高周波送受信機は４０ｄＢを超える利得を付与するアンテナを備えている請
求の範囲第１項のシステム。
【請求項１０】
　前記アンテナのうちの少なくとも１つはフラットパネルアンテナである請求の範囲第９
項のシステム。
【請求項１１】
　前記アンテナのうちの少なくとも１つはカセグレンアンテナである請求の範囲第９項の
システム。
【請求項１２】
　前記アンテナのうちの少なくとも１つは主焦点パラボラアンテナである請求の範囲第９
項のシステム。
【請求項１３】
　前記アンテナのうちの少なくとも１つはオフセットパラボラアンテナである請求の範囲
第９項のシステム。
【請求項１４】
　前記複数のセルラー基地局の高周波送受信機は１０億ビット／秒を超えるレートで送信
および受信できる能力があり、前記複数のセルラー基地局の高周波送受信機のアンテナは
約０．３６°以下の電力半値幅を有するビームを生成するように機器構成されている請求
の範囲第１項のシステム。
【請求項１５】
　前記複数のセルラー基地局の高周波送受信機は、約７１～７６ＧＨｚの範囲の周波数で
伝送するように構成されている請求の範囲第１項のシステム。
【請求項１６】
　前記複数のセルラー基地局の高周波送受信機は、約８１～８６ＧＨｚの範囲の周波数で
伝送するように構成されている請求の範囲第１項のシステム。
【請求項１７】
　システムユーザとの無線通信を提供し、セルラー基地局の群が中央局と通信するための
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無線ミリ波中継線を有するセルラー通信システムであって、前記システムは、
　Ａ）複数のセルラー基地局と、前記基地局の各々は通信セルにサービスし、前記基地局
の各々は、
　１）３ＧＨｚ未満のセル電話無線周波数で前記セル内のユーザと通信するための少なく
とも１つの低周波送受信機と、
　２）７１ＧＨｚを超える中継線周波数で前記中継線の一部として他の基地局および中央
局と通信するための少なくとも１つの高周波送受信機と、
　３）前記少なくとも１つの低周波送受信機を通じて前記少なくとも１つの高周波送受信
機へ通信されたデータを転送し、前記少なくとも１つの高周波送受信機を通じて前記少な
くとも１つの低周波送受信機へ通信されたデータを転送するための第１のデータ転送手段
とを含み、
　Ｂ）前記複数のセルラー基地局の前記高周波送受信機と７１ＧＨｚを超える周波数で通
信している前記中継線の一部として動作する少なくとも１つの中央局の高周波送受信機と
を含むセルラー通信システム。
【請求項１８】
　前記基地局の送受信機の各々は、通常の天候においては１０億ビット／秒を超えるレー
トで大気ディジタル情報を通じて第２のサイトに送信しかつそれから受信するように機器
構成されており、前記送受信機は約２°以下の電力半値幅を有するビームを生成するアン
テナを含む請求の範囲第１７項のセルラー通信システム。
【請求項１９】
　異常な気象条件の場合には第１および第２のサイト間で情報の伝送を継続するように機
器構成された、１億５５００万ビット／秒未満のデータ伝送速度で動作するバックアップ
送受信機システムをさらに含む請求の範囲第１７項のシステム。
【請求項２０】
　前記バックアップ送受信機システムはマイクロ波システムである請求の範囲第１９項の
システム。
【請求項２１】
　両方の高周波送受信機は４０ｄＢを超える利得を付与するアンテナを備えている請求の
範囲第１７項のシステム。
【請求項２２】
　前記複数のセルラー基地局の高周波送受信機は１０億ビット／秒を超えるレートで送信
および受信できる能力があり、前記複数のセルラー基地局の高周波送受信機のアンテナは
約０．３６°以下の電力半値幅を有するビームを生成するように機器構成されている請求
の範囲第１７項のシステム。
【請求項２３】
　前記複数のセルラー基地局の高周波送受信機は、約７１～７６ＧＨｚの範囲の周波数で
伝送するように構成されている請求の範囲第１７項のシステム。
【請求項２４】
　前記複数のセルラー基地局の高周波送受信機は、約８１～８６ＧＨｚの範囲の周波数で
伝送するように構成されている請求の範囲第１７項のシステム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、無線通信リンク、詳細には高データレートポイントツーポイントリンクに関
する。
【背景技術】
【０００２】
（ローカル無線電波通信）
　ローカル無線通信サービスは、極めて急成長している産業の代表格である。これらのサ
ービスの中には、ページング及びセルラー電話サービスが含まれる。セルラー電話産業は
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、現在その第２世代にあり、数種類のセルラー電話システムが促進されている。米国にお
けるセルラー市場は、１９８８年の加入者約２００万および収益２００万ドルから１９９
８年には６０００万を超える加入者および収益約３００億ドルにまで成長し、サービスが
いっそう利用しやすくなり価格が低下するにつれて、米国及び世界中で成長し続けている
。
【０００３】
　図１は、典型的なセルラー電話システムを示している。セルラーサービスプロバイダは
、その領域を図１に示すように六角形のセルに分割する。これらのセルは差し渡し約５マ
イルとし得るが、多くのユーザを有する人口稠密地域では、これらのセルはマイクロセル
と呼ばれるさらに小さいセルに分解され得る。これは、セルラープロバイダを無線周波ス
ペクトルのうちの限られた部分だけにしか割当てられないことから行われる。例えば、セ
ルラー通信に割当てられた１つのスペクトル域は、８２４ＭＨｚ～９０１ＭＨｚというス
ペクトル域である。（セルラーサービスに割当てられた別のスペクトル域は、１．８ＧＨ
ｚ～１．９ＧＨｚである。）８２４～９０１ＭＨｚ域で運用するプロバイダは、セルラー
局が８２４ＭＨｚ～８５１ＭＨｚ域で送信し、８６９ＭＨｚ～９０１ＭＨｚ域で受信する
ようにそのシステムをセットアップし得る。セルラー局における、また加入者が使用する
装置の双方における送信機は極めて低出力（ほんの２、３Ｗ）で動作するので、セル内で
生成された信号が直接隣り合うセルを越えて他のいずれかのセルにおいて干渉を与えるこ
とはない。その割当てられた送信スペクトルおよび受信スペクトルを六角形のセルパター
ンを備える７つの部分（Ａ～Ｇ）に分解することによって、サービスプロバイダは、図１
に示すように、送信または受信のための同じ周波数間に２セル分離が存在するように、そ
のシステムをセットアップすることができる。１セル分離は、スペクトルを３つの部分に
分解することによって付与され得る。従って、これらの３つまたは７つのスペクトル域が
、セルラーサービスプロバイダの領域全体において何度も何度も使用され得る。典型的な
セルラーシステムでは、（各々約１２ＭＨｚ幅の送信帯域幅および受信帯域幅を備える）
各セルは、セル内で同時に約１２００もの双方向電話通信を取り扱うことができる。低品
質通信によれば、最大約９０００の呼が１２ＭＨｚ帯域幅で取り扱われ得る。与えられた
セル内でスペクトルを分割するために当産業ではいくつかの異なる技法が広範に使用され
ている。これらの技法は、アナログおよびディジタル伝送、およびディジタル信号を多重
送信するためのいくつかの技法を含む。これらの技法は、プレンティス・ホール（Prenti
ce Hall）社により刊行の『ザ・エッセンシャル・ガイド・トゥ・テレコミュニケーショ
ンズ（The Essential Guide to Telecommunications）』（第２版）、ｐ．３１３～３１
６および、多くの他の情報源において検討されている。第３世代セルラー通信システムは
、通信スペクトルのより効率的な使用を伴う著しい改良を期待させる。
【０００４】
（他の先行技術の無線通信技法）
ポイントツーポイントおよびポイントツーマルチポイント
　ほとんどの無線通信は、少なくとも伝送されるデータに関しては、１方向のポイントツ
ーマルチポイントであり、それは民間ラジオおよびテレビを含む。しかし、ポイントツー
ポイント無線通信には多くの例が存在する。上述のセルラー電話システムは、低データレ
ートのポイントツーポイント通信の実例である。電話システム中継線上のマイクロ波送信
機は、より高データレートでの先行技術のポイントツーポイント無線通信の別の実例であ
る。先行技術は、赤外および可視波長でのポイントツーポイントレーザー通信の２、３の
実例を含んでいる。
【０００５】
（情報の伝送）
　情報の伝送のためのアナログ技法は依然広範に使用されているが、近年、ディジタルへ
の広範囲な転換が存在し、近い将来、情報の伝送はほとんど、ビット／秒で測定される量
によるディジタルとなるであろう。典型的な電話の会話をディジタルで送信することは、
約５，０００ビット／秒（５キロビット／秒）を利用する。インターネットに接続された
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典型的なパーソナルコンピュータモデムは、例えば、５６キロビット／秒で動作する。音
楽は、６４キロビット／秒のディジタルデータレートのＭＰ３技術を用いて良品質でリア
ルタイムでポイントツーポイントに伝送され得る。ビデオは、約５００万ビット／秒（５
メガビット／秒）のデータレートでリアルタイムで伝送され得る。放送品質のビデオは一
般に、４５～９０Ｍｂｐｓである。（回線電話、セルラー電話およびケーブル会社といっ
た）ポイントツーポイント通信サービスを提供している会社は、各自のポイントツーポイ
ント顧客のための通信リンクの一部として機能するための中継線を構築する。これらの中
継線は一般に、多重化技法を用いて何百または何千のメッセージを同時に搬送する。それ
ゆえ、大容量中継線は、ギガビット（１０億ビット（Ｇビット）／秒）レンジを伝送する
ことができなければならない。ほとんどの現代の中継線は、光ファイバー線を利用する。
典型的な光ファイバー線は約２～１０ギガビット／秒を伝送することができ、多数の別個
のファイバーが１中継線に含まれ得るので、その結果、光ファイバー中継線はほとんど際
限なく所望の任意の情報量を搬送するように設計および構成され得る。しかし、光ファイ
バー中継線の建設は高額であり（時には極めて高額であり）、それらの線の設計および建
設はしばしば、特にその経路が私有財産上にありまたは環境上の論争を生じる場合、多く
の期間を要することがある。しばしば、検討中の特定の中継線の潜在的ユーザからの予想
収益は、光ファイバー中継線のコストに見合わない。ディジタルマイクロ波通信は、１９
７０年代半ばから利用可能となってきた。１８～２３ＧＨｚ無線周波スペクトルでのサー
ビスは、「短距離マイクロ波」と呼ばれ、２ないし７マイルの間で動作し、４～８のＴ１
リンク（各々１．５４４Ｍｂｐｓ）間をサポートするポイントツーポイントサービスを提
供する。近年、１１～３８ＧＨｚ帯で動作するマイクロ波システムが、高次変調方式を用
いて（“ＯＣ－３標準”として知られる標準送信周波数である）最高１５５Ｍｂｐｓのレ
ートで伝送するように設計されている。
【０００６】
（データレートおよび周波数）
　帯域幅効率のよい変調方式は、一般的に、電波波長からマイクロ波波長を含むスペクト
ル域の使用可能帯域幅のうち約１～８ビット／秒／Ｈｚのレートでのデータの伝送を可能
にする。従って、１～数十Ｇｂｐｓのデータ伝送要求条件は、伝送に使用可能な帯域幅の
うちの数百ＭＨｚを必要とするであろう。ラジオ、テレビ、電話、緊急サービス、軍用お
よび他のサービスの間での周波数スペクトルの公正な共用は一般に、特定の周波数帯割当
てを約１０％比帯域幅（すなわち、中心周波数の約１０％に等しい周波数の範囲）に制限
する。ほとんど１００％比帯域幅（５５０～１６５０ＧＨｚ）でのＡＭラジオは、変則で
あり、２０％比帯域幅でのＦＭラジオもまた、１０％比帯域幅をめったに上回らない、よ
り最近の周波数割当てに比べて非典型的である。
【０００７】
（信頼性要件）
　無線データ伝送に一般に要求される信頼性は極めて高く、光ファイバーを含むハードワ
イヤードリンクに要求されるそれに一致する。誤り率に関する代表的な仕様は、１００億
中１ビット未満（１０-10ビットの誤り率）であり、９９．９９９％のリンクアベイラビ
リティ（年当たり５分のダウンタイム）である。これは、霧および雪において、また多く
の地域で最高１００ｍｍ／時の降水時に、全天候リンク動作可能性を必要とする。他方、
セルラー電話システムは、そのような高い信頼性を必要としない。実際、セルラーユーザ
（特にモバイルユーザ）は、多くの地域で劣悪なサービスに慣れている。
【０００８】
（気象条件）
　上記のアベイラビリティ要件に関連して、気象に関わる減衰は、極めて長い電波よりも
短い全部の波長での無線データ伝送の有用範囲を制限する。光リンク（すなわち、レーザ
ー通信リンク）に関する激しい暴風雨時の典型的な範囲は１００メートルであり、そして
マイクロ波リンクの場合は１０，０００メートルである。
【０００９】
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　電磁放射の大気減衰は、マイクロ波およびミリ波帯域において周波数とともに概ね増加
する。しかし、酸素および水蒸気分子中の回転モードの励起は、６０および１１８ＧＨｚ
近辺（酸素）および、２３および１８３ＧＨｚ近辺（水蒸気）の帯域で優先的に放射を吸
収する。大角度散乱によって減衰させる雨は、３～２００ＧＨｚ近くまでの周波数ととも
に単調に増加する。使用可能帯域幅が最も高い、より高いミリ波周波数（すなわち、１．
０センチメートル～１．０ミリメートルの波長に対応する３０ＧＨｚ～３００ＧＨｚ）で
は、極めて悪い天気での降雨減衰は、信頼できる無線リンク性能を１マイル以下の距離に
制限する。１０ＧＨｚ付近および以下のマイクロ波周波数では、１０マイルまでのリンク
距離は、大雨においてさえ高い信頼性を伴い達成できるが、使用可能帯域幅はいっそう低
くなる。
【００１０】
（電話システムで付加的なセルをセットアップすることは高額である）
　先行技術の技法により新しいロケーションで付加的なセルをセットアップするか、また
は既存のセル内にマイクロセルを創成することに関係するコストは、約６５０，０００ド
ル～８００，０００ドルの範囲である。（マグロー・ヒル（McGraw Hill）社刊行『ボイ
ス・アンド・データ・コミュニケーション・ハンドブック（Voice and Data Communicati
on Handbook）』、第４版、ｐ．８９５参照）。こうしたコストはセルラーシステムのユ
ーザから回収されなければならない。人々はこれまで、そのコストが各自の回線電話より
も高かったために各自のセルラー装置の使用を避けてきた。近年、コストは同等になって
きた。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
（必要性）
　従って、セルラー通信システムにおいては、低コストで付加的なセルを追加するための
技法が必要である。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明は、セルラー基地局の群が狭ビームミリ波中継線を通じて中央局と通信する、無
線セルラー通信システムを提供する。送受信機は、データチャネルの効率的な空間的およ
び指向的分割を保証するために十分に小さいビーム発散を付与するアンテナを備えており
、その結果、ほとんど無制限の数のポイントツーポイント送受信機が同じミリ波スペクト
ルを同時に使用できることになる。好ましい実施形態では、中継線通信リンクはミリメー
トルスペクトルの９２～９５ＧＨｚ部分内で動作する。基地局の大多数は各々、ミリ波中
継線のうちの９００ＭＨｚ帯域幅の数ＭＨｚ部分が割当てられる。第１の送受信機は、第
１の帯域幅で送信し、第２の帯域幅で受信し、両方とも上記のスペクトル域内にある。第
２の送受信機は、第２の帯域幅で送信し、第１の帯域幅で受信する。アンテナは、ビーム
方向安定性を電力半値幅の１／２未満に維持するように描かれる。好ましい実施形態にお
いて、第１および第２のスペクトル域は９２．３～９３．２ＧＨｚおよび９４．１～９５
．０ＧＨｚであり、電力半値幅は約０．３６°以下である。このようにして、このシステ
ムでは、低周波帯域幅が、領域を小セルに分割し、低出力アンテナを使用することによっ
て、何度も何度も効率的に利用される。より高い周波数帯域幅は、受信アンテナに向けら
れた極めて狭いビームを生じるように設計された送信アンテナを使用することによって、
何度も何度も効率的に利用される。好ましい実施形態において、セルラー基地局は、商業
ビルの屋上といった便宜的なロケーションに容易で迅速な据付のために事前パッケージさ
れる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　本発明の第１の好ましい実施形態は、セルラーネットワークのセル間で電線または光フ
ァイバーリンクに代わるリンクされたミリ波無線のシステムよりなる。ミリ波リンクの使
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用は、ケーブルまたはファイバーを敷設する必要性を除去でき、比較的迅速に据付でき、
標準的な電気通信が提供する電線またはケーブルよりも通常低コストで高帯域幅を提供す
ることができる。ミリ波リンクはポイントツーポイント伝送のための信号を単純にアップ
コンバートおよびダウンコンバートするので、原信号によって使用されたデータおよびプ
ロトコルは保存され、ユーザにとってリンクを「透明」にする。この実施形態は、標準の
セルラー電話周波数で動作する従来のシステムをサポートするが、それは１．８ＧＨｚ～
１．９ＧＨｚのＰＣＳシステムといった他の新技術にも等しく適用可能である。
【００１４】
　典型的な先行技術のセル電話基地局は、８２４～８５１ＭＨｚ帯で送信し、８６９～９
０１ＭＨｚ帯で受信し、有線接続によって移動電話中継局と接続されており、後者は転じ
て高速有線接続を介して中央局と接続されている。中央局は、呼の交換および経路指定を
実行する。両方の有線リンクを、交換および経路指定のために信号をいくつかのセルラー
基地局から中央局へ搬送し、その後再びユーザのセルラー電話や他の通信装置への伝送の
ためにセルラー基地局に戻す能力がある、ミリ波リンクで代替することが可能である。１
ＧＨｚの帯域幅を備えるミリ波リンクは、基地局の帯域幅に依存するが、約３０～９０の
セルラー基地局を取り扱うことが可能であろう。セルラー基地局は通常互いに２、３マイ
ルの（または、マイクロセルの場合もっと小さい）範囲内にあるので、ミリ波リンクは基
地局から基地局へ、そして中央局に戻るチェーンを形成するであろう。図３は、基本的な
概念を例示している。
【００１５】
　今日市場に出ている大部分の無線コンピュータネットワーキング装置は、コンピュータ
間のパケットデータ交換のためのフォーマットおよび技法を記載しているＩＥＥＥ標準８
０２．１１ａおよび８０２．１１ｂに従って設計されている。この装置において、８０２
．１ｌｂフォーマットのデータは、２．４～２．５ＧＨｚ帯の１１チャネルのうちの１つ
で送信および受信され、送信および受信に同じ周波数を使用する。従って、この好ましい
実施形態において、セルラー局は全部、上記のＩＥＥＥ標準に従って製造された装置を用
いて２．４～２．５ＧＨｚ帯のスライスで動作する。アップ／ダウンコンバータが、ミリ
波リンクでの転送処理のために情報をアップコンバートおよびダウンコンバートするため
に設けられている。アップ／ダウンコンバータは以下で説明する。一般的に、基地局は図
１に示すように７セルの群で概ね六角形のセルに編成される。干渉を避けるために、７セ
ルの各々は、使用可能帯域幅の異なるスライスで動作し、この場合、各周波数スライスは
２つのセルによって分離されている。７セルの群において３つの異なる周波数が使用され
る場合、周波数の１セル分離が存在する。
【００１６】
（中央局に戻るセルラー基地局の送信）
　セル電話の呼は、基地局の各群で８２４～８５１ＭＨｚ帯で受信され、中央局に戻るリ
ンクによる送信のために９１～９３ＧＨｚ帯で２７ＭＨｚの周波数スロットにアップコン
バートされる。基地局の各群は、９１～９３ＧＨｚ帯の２７ＭＨｚスペクトルスライスを
次のように割当てられる。
【００１７】
　　　　基地局　　　　基地局周波数　　　　中継線周波数
　　　　群番号

　　　　　 1　　　　　　824-851MHz　　　　　91.000-91.027GHz
　　　　　 2　　　　　　824-851MHz　　　　　91.027-91.054GHz
　　　　　 3　　　　　　824-851MHz　　　　　91.054-91.081GHz
　　　　　・　　　　　　　・　　　　　　　　　・
　　　　　・　　　　　　　・　　　　　　　　　・
　　　　　・　　　　　　　・　　　　　　　　　・
　　　　　30　　　　　　824-851MHz　　　　　91.783-91.810GHz
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　　　　　31　　　　　　824-851MHz　　　　　91.810-91.837GHz
　　　　　32　　　　　　824-851MHz　　　　　91.837-91.864GHz
【００１８】
　図４は、セルラー基地局周波数を中央局に戻る送信のためにミリ波帯域にアップコンバ
ートするシステムのブロック図を示す。各基地局は、そのセル内のセル電話周波数および
、チェーンにおける先行基地局からのミリ波周波数の両方を受信する。セル電話周波数は
、９１～９３ＧＨｚ帯の（スペクトルの）スロットにアップコンバートされ、チェーン上
の先行基地局からの９１～９３ＧＨｚ信号に付加される。結合された信号はその後、チェ
ーンの次の基地局に再送信される。各基地局は、その基地局のためのアップコンバートさ
れた周波数スロットを決定する、若干異なる周波数に設定された局部発振器を有する。局
部発振器は、そのスペクトルを拡散し、ミリ波リンクに付加的なセキュリティを与えるた
めに既知の疑似ランダムビットストリームで乗算され得る。
【００１９】
　電話会社の中央交換局では、９１～９３ＧＨｚ帯の周波数の各２７ＭＨｚスロットは、
セル電話帯域にダウンコンバートされる。スペクトラム拡散局部発振器がミリ波リンクで
使用される場合、元の情報を復元するために適切な疑似ランダムコードがダウンコンバー
タの局部発振器において再び使用されなければならない。いったんミリ波信号がセル電話
帯域にダウンコンバートされると、標準のセルラー装置はその呼を検波し、交換し、経路
指定するために使用される。
【００２０】
（セルラー基地局への中央局の送信）
　セル電話の呼はミリ波リンクで中央局を出て、セルラー基地局の各群は、スペクトルの
３２ＭＨｚスライスを個々の電話への送信のための携帯電話帯域にダウンコンバートする
。セルラー基地局は、８６９～９０１ＭＨｚ帯で（電話に）送信するので、基地局の各群
はミリ波リンクの９１～９３ＧＨｚ域でスペクトルの３２ＭＨｚスライスを必要とする。
１．０２４ＧＨｚは３２の基地局をサポートするはずである。基地局の各群は、９１～９
３ＧＨｚ帯のスペクトルの３２ＭＨｚスライスを次のように割当てられる。
【００２１】
基地局＃中継線周波数（リンクＲＸ）の基地局（セルＴＸ）への変換

　　　　基地局　　　　中継線周波数　　　　　基地局周波数
　　　　群番号

　　　　　 1　　　　　92.000-92.032GHz　　　　　869-901MHz
　　　　　 2　　　　　92.032-92.064GHz　　　　　869-901MHz
　　　　　 3　　　　　92.064-92.096GHz　　　　　869-901MHz
　　　　　・　　　　　　　・　　　　　　　　　　　・
　　　　　・　　　　　　　・　　　　　　　　　　　・
　　　　　・　　　　　　　・　　　　　　　　　　　・
　　　　　30　　　　　92.928-92.960GHz　　　　　869-901MHz
　　　　　31　　　　　92.960-92.992GHz　　　　　869-901MHz
　　　　　32　　　　　92.992-93.024GHz　　　　　869-901MHz
【００２２】
　図５は、中央局からミリ波信号を受信し、それらをセルラー基地局による送信のために
セルラー帯域にコンバートするシステムのブロック図を示す。各基地局は、９１～９３Ｇ
Ｈｚスペクトルのその３２ＭＨｚのスライスで信号を受信しピックオフし、この帯域をセ
ル電話帯域にダウンコンバートし、それを放送する。９１～９３ＧＨｚ帯はまた、チェー
ンの次の基地局に再送信される。各基地局は、その基地局に割当てられる（９１～９３Ｇ
Ｈｚ帯における）３２ＭＨｚ幅スロットを決定する、若干異なる周波数に設定された局部
発振器を有する。スペクトラム拡散局部発振器が中央局でのアップコンバートに使用され
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た場合、元の情報を復元するために適切な疑似ランダムコードが（各基地局における）ダ
ウンコンバータの局部発振器において再び使用されなければならない。
【００２３】
　電話会社の中央交換局において、呼は、検波され、交換され、種々のセルラー基地局と
陸上通信線ネットワークとの間で経路指定される。中央局におけるセルラー基地局の各群
は、９１～９３ＧＨｚ帯にアップコンバートされ、ポイントツーポイントリンクによって
いくつかの基地局のチェーンに送出される、スペクトルの３２ＭＨｚ幅スロットによって
表現される。信号をアップコンバートするために使用される局部発振器は、ミリ波リンク
に付加的なセキュリティを与えるためにスペクトル拡散され得る。
【００２４】
（ＭＭ波Ｔ／Ｒの試作デモンストレーション）
　本発明に有用なミリ波送信機および受信機の試作デモンストレーションが図１～４に関
して説明されている。この実施形態により出願人らは、１０-12未満のビット誤り率によ
る１．２５Ｇｂｐｓの９３～９７ＧＨｚ域のディジタルデータ伝送を実証した。
【００２５】
　ミリ波送信機のための回路図は図７に示されている。電圧制御マイクロ波発振器１（ウ
ェステック（Westec）社型番ＶＴＳ１３３／Ｖ４）は、１０ＧＨｚで送信するように同調
され、同軸減衰器２および３によって１６ｄＢ減衰され、２ウェイパワーディバイダ４に
おいて２チャネルに分割される。ディジタル変調信号は、前置増幅器７において予め増幅
され、三重平衡混合器５（パシフィック・マイクロウェーブ（Pacific Microwave）社型
番Ｍ３００１ＨＡ）においてマイクロ波ソース出力と混合される。変調されたソース出力
は、２ウェイパワーコンバイナ６を通じて未変調ソース出力と結合される。未変調ソース
出力の経路の線路引伸ばし器１２が、建設的または相殺的位相和のために調整することに
よって結合出力の変調の深さを制御する。振幅変調された１０ＧＨｚ信号は、混合器９に
おいて８５ＧＨｚソース発振器８からの信号と混合され、７５ＧＨｚ影像帯域を除波する
ために導波管フィルタ１３において高域ろ波される。結果として生じる振幅変調された９
５ＧＨｚ信号は、未ろ波の１．２５Ｇｂｐｓ変調と仮定して、９３ないし９７ＧＨｚのス
ペクトル成分を含む。高域フィルタの方形ＷＲ－１０導波管出力は円形導波管１４に変換
されて、４インチ直径の円形ホーン１５に供給され、そこでそれは自由空間に送信される
。ホーンは、２．２°の電力半値幅を投射する。
【００２６】
　受信機のための回路図は図８に示されている。アンテナは直径６インチの円形ホーン１
であり、円形ダブルバンド導波管および円形－方形導波管コンバータから構成される導波
管ユニット１４Ｒから給電され、それはアンテナ給電をＷＲ－１０導波管に移転し、後者
は転じてヘテロダイン受信機モジュール２Ｒに供給する。このモジュールは、８９～９９
ＧＨｚの範囲のモノリシックミリ波集積回路（ＭＭＩＣ）低雑音増幅器、ＬＯポートに二
倍周波数逓倍器を備える混合器、および５～１５ＧＨｚをカバーしているＩＦ増幅器から
構成される。こうした受信機は、ロッキード・マーチン（Lockheed Martin）社といった
供給業者から入手可能である。局部発振器８Ｒは、４２．０ＧＨｚで動作する空洞同調ガ
ン発振器（スペイセック（Spacek）社型番ＧＱ４１０Ｋ）であり、６ｄＢ減衰器７を介し
てモジュールＲ２の混合器に給電する。局部発振器入力のバイアスＴ６は、受信機モジュ
ール２Ｒに直流電力を供給する。ナショナル・セミコンダクター（National Semiconduct
or）社ＬＭ３１７集積回路レギュレータを用いた電圧調整器回路が、バイアスＴ６を介し
て＋３．３Ｖを供給する。ヘテロダイン受信機モジュール２ＲのＩＦ出力は、Ｋ＆Ｌマイ
クロウェーブ（K&L Microwave）社製の帯域フィルタ３を用いて６～１２ＧＨｚでろ波さ
れる。ＨＰヒーローテック（HP Herotek）社型番ＤＴＭ１８０ＡＡダイオード検波器であ
る受信機４Ｒは、全受信パワーを測定する。ダイオード検波器から出力された電圧は、ミ
ニサーキッツ（MiniCircuits）社製型番２ＦＬ２０００による２連縦続マイクロ波増幅器
５Ｒにおいて増幅される。ベースバンド出力は、同軸ケーブルで、光ファイバーへのコン
バートのためにメディアコンバータに、またはビット誤り率テスタ（ＢＥＲＴ）１０Ｒに
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搬送される。
【００２７】
　実験室において、この実施形態は、１．２５Ｇｂｐｓのディジタルデータ伝送について
１０-12未満のビット誤り率を示した。ＢＥＲＴ測定装置は、マイクロウェーブ・ロジッ
ク（Microwave Logic）社の型番ｇｉｇａＢＥＲＴであった。２００Ｍｂｐｓで受信され
たディジタルデータのオシロスコープ信号が図９に示されている。１．２５Ｇｂｐｓにお
いて、オシロスコープ帯域幅制限は、図１０に見られる丸められたビットエッジにつなが
る。複数のビット周期の間維持されるディジタルレベルは、各周期をトグルするそれら（
６２２ＭＨｚ）より低い（３１２ＭＨｚ未満）基本周波数成分よりなるので、５００ＭＨ
ｚ超で減衰するオシロスコープの変調伝達関数は、それらをより少なく減衰する。これら
の測定アーチファクトはビット誤り率測定値に反映されず、そしてそれが、１．２５Ｇｂ
ｐｓで＜１０-12のビット誤り率を生じる。
【００２８】
（送受信機システム）
　本発明の好ましい実施形態を図１１Ａ～図１３Ｂによって説明する。リンクハードウェ
アは、１対のミリ波アンテナを含むミリ波送受信機ペアおよび１対のマイクロ波アンテナ
を含むマイクロ波送受信機ペアから構成される。ミリ波送信機信号は、振幅変調および単
側波帯ろ波され、低減レベル搬送波を含む。受信機は、ヘテロダイン混合器、フェーズロ
ック中間周波数（ＩＦ）チューナおよびＩＦパワー検波器を含む。
【００２９】
　ミリ波送受信機Ａ（図１１Ａ，図１１Ｂ１及び図１１Ｂ２）は、図１３Ａにおいて６０
で示すように９２．３～９３．２ＧＨｚで送信し、６２で示すように９４．１～９５．０
ＧＨｚで受信するのに対し、ミリ波送信機Ｂ（図１２Ａ，図１２Ｂ１および図１２Ｂ２）
は、図１３Ｂにおいて６４で示すように９４．１～９５．０ＧＨｚで送信し、６６で示す
ように９２．３～９３．２ＧＨｚで受信する。
【００３０】
（ミリ波送受信機Ａ）
　図１１Ａで示すようにミリ波送受信機Ａにおいて、送信出力は、９３．１５ＧＨｚで共
振する空洞同調ガンダイオード２１で生成される。この出力は、影像阻止機器構成２２に
おける２つの平衡混合器を用いて振幅変調され、下側波帯だけを選択する。ソース２１は
、ギガビット・イーサネット標準と連係して１．２５Ｇｂｐｓで変調される。変調信号は
、光ファイバーでもたらされ、メディアコンバータ１９（この場合それはアジレント（Ag
ilent）社の型番ＨＦＣＴ－５９１２Ｅである）において電気信号に変換されて、前置増
幅器２０において増幅される。振幅変調されたソースは、マイクロストリップ上の帯域フ
ィルタ２３を用いて９２．３ないし９３．２ＧＨｚにおける９００ＭＨｚ幅の通過帯域で
ろ波される。ソース発振器信号の一部は、カプラー３８でピックオフされ、パワーコンバ
イナ３９において下側波帯と結合され、図１３Ａにおいて６０で示された送信スペクトル
を生じる。結合された信号は、水平偏波により導波管２４を介して偏分波器２５の１ポー
トへ、さらに２フィート径カセグレンパラボラアンテナ２６に伝搬し、そこでそれは水平
偏波により自由空間に送信される。
【００３１】
　図１１Ｂ１および１１Ｂ２で図示された局Ａの受信機ユニットは、送信機によって使用
されているものと同じカセグレンアンテナ２６から、（送信機のそれと直交する）垂直偏
波で、偏分波器２５の他方のポートを介して供給される。受信された信号は、ローカル送
信機からの後方散乱反射を除波するために、９４．１～９５．０ＧＨｚの通過帯域におい
て帯域フィルタ２８Ａで予めろ波される。ろ波された信号はその後、リン化インジウムの
モノリシックＭＭＷ集積回路増幅器２９で増幅され、帯域フィルタ２８Ｂにより同じ通過
帯域で再びろ波される。この２度ろ波された信号は、ヘテロダイン混合器・ダウンコンバ
ータ３０を用いて送信機ソース発振器２１により１．００～１．８５ＧＨｚのＩＦ周波数
に混合され、図１３Ａにおいて３９Ａで示されたスペクトルを与える。カプラー４０でピ
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ックオフされたＩＦ信号の一部は、積分パワー検波器３５により検波され、自動利得制御
回路３６に供給される。固定レベルＩＦ出力は、図１１Ｂ２に示されたように次の段に通
過する。ここには、クアドラチュアベース（Ｉ／Ｑ）のフェーズロック同期検波器回路３
１が組み込まれており、リモートソース発振器の搬送周波数でロックする。ループは、“
Ｉ”チャネルにおける設定閾値を超えるパワーを確認しながら、“Ｑ”チャネルにおいて
パワーを最小にするためにマイクロプロセッサ３２により制御される。“Ｉ”および“Ｑ
”の両チャネルは、低域フィルタ３３Ａおよび３３Ｂを用いて２００ＭＨｚで低域ろ波さ
れ、パワーは“Ｉ”および“Ｑ”の両チャネルにおいて２乗ダイオード検波器３４を用い
て測定される。ベースバンド混合器３８の出力は、予め増幅され、光ファイバー伝送媒体
への移行のためにレーザーダイオードソースを光ファイバーカプラーに変調するメディア
コンバータ３７を介して供給される。
【００３２】
（送受信機Ｂ）
　図１２Ａに示すようにミリ波送受信機Ｂにおいて、送信パワーは９４．１５ＧＨｚで共
振する空洞同調ガンダイオード４１で生成される。このパワーは、影像阻止機器構成４２
における２つの平衡混合器を用いて振幅変調され、上側波帯だけを選択する。ソース４１
は、ギガビット・イーサネット標準と連係して１．２５Ｇｂｐｓで変調される。変調信号
は、８０で示すように光ファイバーでもたらされ、メディアコンバータ６０において電気
信号に変換されて、前置増幅器６１において増幅される。振幅変調されたソースは、マイ
クロストリップ上の帯域フィルタ４３を用いて９４．１ないし９５．０ＧＨｚにおける９
００ＭＨｚ幅の通過帯域でろ波される。ソース発振器信号の一部は、カプラー４８でピッ
クオフされ、パワーコンバイナ４９で上側波帯と結合され、図１３Ｂにおいて６４で示さ
れた送信スペクトルを生じる。結合された信号は、垂直偏波により導波管４４を介して偏
分波器４５の１ポートへ、さらにカセグレンパラボラアンテナ４６に伝搬し、そこでそれ
は垂直偏波で自由空間に送信される。
【００３３】
　受信機は、偏分波器４５の他方のポートを介して（送信機のそれと直交する）水平偏波
で送信機と同じカセグレンアンテナ４６から給電される。受信された信号は、ローカル送
信機からの後方散乱反射を除波するために、９２．３～９３．２ＧＨｚの通過帯域におい
て帯域フィルタ４７Ａでろ波される。ろ波された信号はその後、リン化インジウムのモノ
リシックＭＭＷ集積回路増幅器４８で増幅され、帯域フィルタ４７Ｂにより同じ通過帯域
で再びろ波される。この２度ろ波された信号は、ヘテロダイン混合器・ダウンコンバータ
５０を用いて送信機ソース発振器４１により１．００～１．８５ＧＨｚのＩＦ周波数に混
合され、図１３Ｂにおいて３９Ｂで示されたスペクトルを与える。カプラー６２でピック
オフされたＩＦ信号の一部は、積分パワー検波器５５により検波され、自動利得制御回路
５６に供給される。固定レベルＩＦ出力は、図１２Ｂ２に示されたように次の段に通過す
る。ここには、クアドラチュアベース（Ｉ／Ｑ）のフェーズロック同期検波器回路５１が
組み込まれており、リモートソース発振器の搬送周波数でロックする。ループは、“Ｉ”
チャネルにおける設定閾値を超えるパワーを確認しながら、“Ｑ”チャネルにおいてパワ
ーを最小にするためにマイクロプロセッサ５２により制御される。“Ｉ”および“Ｑ”の
両チャネルは、帯域フィルタ５３Ａおよび５３Ｂを用いて２００ＭＨｚで低域ろ波され、
パワーは各チャネルにおいて２乗ダイオード検波器５４を用いて測定される。ベースバン
ド混合器５８の出力は、予め増幅され、光ファイバー伝送媒体への移行のためにレーザー
ダイオードソースを光ファイバーカプラーに変調するメディアコンバータ５７を介して供
給される。
【００３４】
（超狭ビーム幅）
　２フィート径のパラボラアンテナが、９４ＧＨｚで約０．３６°の電力半値幅を放射す
る。（アンテナパターンにおける最初のヌルまでの）全電力ビーム幅は０．９°より狭い
。これは、最大４００の独立したビームが、２フィート放物面反射器のアレイから、相互
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干渉を伴うことなく、単一の送信機ロケーションから赤道回りに方位角的に放射され得る
ことを示唆する。５マイルの距離で、４００フィート離れて置かれた２台の受信機は、同
じ送信機ロケーションから独立したデータチャネルを受信できる。逆に言えば、単一ロケ
ーションの２台の受信機は、送信機が４００フィート離れた程度に接近している場合でさ
え、１０マイル離れた２台の送信機からの独立したデータチャネルを区別することができ
る。より大きい放物面反射器は、より高い指向性のために使用され得る。
【００３５】
（バックアップマイクロ波送受信機ペア）
　厳しい気象条件においては、データ伝送品質はミリ波周波数で悪化する。従って、本発
明の好ましい実施形態では、良質な伝送に所定の激減が検出されると常に自動的に作動す
るバックアップ通信リンクが設けられる。好ましいバックアップシステムは、１０．７～
１１．７ＧＨｚ帯において動作するマイクロ波送受信機ペアである。この周波数帯は、固
定ポイントツーポイント運用のためにＦＣＣによってすでに割当てられている。ＦＣＣサ
ービス規則は、この帯域を４０ＭＨｚ最大帯域幅のチャンネルに区分しており、ディジタ
ル伝送の最大データレートを４５Ｍｂｐｓ全二重に限定している。この帯域内でこのデー
タレートを提供する送受信機は、ウェスターン・マルチプレックス・コーポレーション（
Western Multiplex Corporation）社（型番Ｌｙｎｘ　ＤＳ－３，Ｔｓｕｎａｍｉ　１０
０ＢａｓｅＴ）およびＤＭＣストラテックス・ネットワークス（DMC Stratex Networks）
社（型番ＤＸＲ７００およびＡｌｔｉｕｍ１５５）といった供給業者から市販品として入
手できる。このディジタル無線は、ＦＣＣパート１０１規制の下で認可されている。マイ
クロ波アンテナは、２４インチ直径のカセグレンパラボラアンテナである。この直径で、
パラボラアンテナの電力半値幅は３．０°であり、全電力ビーム幅は７．４°であるので
、干渉の危険性はＭＭＷアンテナの場合より高い。これを補償するために、ＦＣＣは１２
の別個の送信チャンネルおよび１２の別個の受信チャンネルを、１０．７～１１．７ＧＨ
ｚ帯内のスペクトル協調のために割当てている。ミリ波リンクの故障や冗長マイクロ波チ
ャンネルへのスイッチングの検出は、シスコ（Cisco）社、ファウンドリー・ネットワー
クス（Foundry Networks）社およびジュナパー・ネットワークス（Juniper Networks）社
といった供給業者から市販品として入手できるネットワークルーティングスイッチングハ
ードウェアの既存の自動化機能である。
【００３６】
　読者は、多くの設備において、バックアップシステムの備えが、コスト、送信機間距離
、予想サービス品質および、悪い気象状態でサービスを継続するために代金を払おうとす
る顧客の意向といった要因に依存して、費用便益分析から見合わないはずであることを理
解しなければならない。
【００３７】
（狭ビーム幅アンテナ）
　ミリ波周波数で付与される狭アンテナビーム幅は、低周波数では不可能である、電波の
地理的分配を可能にする。この事実は、帯域配分（周波数共用）の必要性をなくすので、
低いＲＦ周波数でこれまで可能であったよりも、いっそう大きい全帯域幅による、従って
いっそう高いデータレートでの、無線通信を可能にする。
【００３８】
　不干渉を保証するために十分に狭いビーム幅を備えるアンテナを製造および配備する能
力は、通信アンテナにおける先行技術の機能を上回る、機械的許容差、ポインティング精
度および、電子ビームステアリング／追跡機能を必要とする。７０ＧＨｚ超の周波数での
長距離通信のための好ましいアンテナは、家庭用の直接放送衛星放物面反射器より１００
倍高く、航空機の高分解能気象レーダーアンテナより３０倍高い、５０ｄＢを上回る利得
を有する。しかし、干渉が潜在的な問題ではない場合、４０～４５のｄＢ利得を備えるア
ンテナが好適とし得る。
【００３９】
　高利得用途に使用される大部分のアンテナは、多様な幾何学形状のうちの１つにおいて
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大型放物面一次集電器を利用する。主焦点アンテナは、放物面の焦点に直接受信機を置い
ている。カセグレンアンテナは、焦点の前方に凸双曲面二次反射器を置いて一次の開口を
通じて焦点を反射させ放物面反射器の背後への受信機の取付を可能にしている。（これは
放物面反射器が一般に背後からも支持されるので都合がよい。）グレゴリアンアンテナは
、副鏡がパラボラの焦点の後方に置かれた凹楕円体であること以外、カセグレンアンテナ
と同様である。オフセットパラボラは、より少ない開口妨害および改善した取付幾何学形
状のために焦点を放物面反射器の中心から離して回転させている。カセグレン、主焦点お
よびオフセットパラボラアンテナは、ＭＭＷ通信システムのための好ましい放物面反射器
幾何学形状である。
【００４０】
　好ましい一次放物面反射器は、導電性パラボラである。放物面反射器の好ましい表面許
容差は、４０ＧＨｚ未満の用途については約千分の１５インチ（１５ミル）であるが、９
４ＧＨｚでの使用の場合５ミルに近くなる。典型的なハイドロフォームドアルミニウム放
物面反射器は１５ミルの表面許容差を与えるが、（スペーサ層を囲む２つのアルミニウム
層を用いた）二重スキンラミネートはこれを５ミルまで改善することができよう。カセグ
レン幾何学形状における二次反射器は、困難を伴うことなく１ミルの許容差に作られ得る
、小型の機械加工アルミニウム“ロリポップ”である。二次反射器および受信機導波管ホ
ーンのためのマウントは好ましくは、アンテナ試験レンジに関する現場アラインメントの
ための機械的微調整を含む。
【００４１】
（フラットパネルアンテナ）
　長距離ＭＭＷ通信のための別の好ましいアンテナは、参照によってここに採り入れられ
る２０００年３月１４日発行の米国特許第６，０３７，９０８号において発明人らの１人
および他によって記載されたものといった、フラットパネルスロットアレイアンテナであ
る。そのアンテナは、横位電磁波（ＴＥＭ）モードで放射開口を通じて進行波を伝搬する
平面フェーズドアレイアンテナである。通信アンテナは、平面フェーズドアレイを組み込
んでいるが、ハイブリッド進行波／コーポレートフィードを付加することによって先行技
術におけるアンテナの周波数走査特性を排除している、そのアンテナの変種を含むであろ
う。５ミルの表面許容差を保持する平面プレートは、放物表面よりも製作するのに著しく
安価で容易である。平面スロットアレイは、高額な高精密機械加工よりもむしろ、本質的
に極めて精密である回路基板処理技法（例えばフォトリソグラフィー）を利用する。
【００４２】
（コアースポインティングおよびファインポインティング）
　高利得アンテナのポインティングはコアースポジショニングおよびファインポジショニ
ングを必要とする。コアースポジショニングは、照準合わせされたライフルスコープやレ
ーザーポインタといった視覚的視野を用いて最初に行われ得る。アンテナは、微調整の前
にその最終コアース位置でロックされる。微調整は、リモート送信機をオンにして実行さ
れる。ファインポジショナが調整され固定される際に、受信機に接続された電力計が最大
出力について監視される。
【００４３】
　５０ｄＢ超の利得レベルで、風荷重および、塔または建物のたわみが許容できないレベ
ルのビームワンダーを生じることがあり得る。薄弱なアンテナマウントは、無線顧客への
サービスの損失をもたらすだけでなく、他の認可されたビーム経路に対する干渉を不注意
に生じることもあり得る。特定の“パイプ”内だけでの伝送を維持するために、電子ビー
ムステアリングのための何らかの方法が必要かもしれない。
【００４４】
（ビームステアリング）
　フラットパネルフェーズドアレイにおけるいくつかのポートからのフェーズドアレイビ
ームコンバイニングは、アンテナ自体を機械的に回転させることなく多くのアンテナビー
ム幅にわたってビームをステアリングすることができよう。モノパルス受信機構成におけ
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る和差位相コンバイニングは、適正な“パイプ”をロケートしロックする。カセグレンア
ンテナでは、回転するわずかに非平衡な二次面（「円錐走査」）が、大型の一次放物面反
射器を動かすことなくビームを機械的にステアリングすることができよう。主焦点および
オフセットパラボラの場合、マルチアパーチャ（例えばカッドセル）フローティングフォ
ーカスが、選択可能スイッチングアレイとともに使用され得るであろう。これらの放物面
反射器アーキテクチャでは、ビームトラッキングは、受信機への信号パワーを最大化する
ことに基づく。すべての場合、受信機および送信機のためのコモンアパーチャは、送信機
が、受信機と同様に、正しくポイントされることを保証する。
【００４５】
　マイクロ波バックアップリンクは、ミリ波リンクより約８倍低い周波数（８倍長い波長
）で動作する。従って、任意のサイズで、マイクロ波アンテナは、ミリ波アンテナより広
い、やはり約８倍広いビーム幅を有する。２フィートアンテナからの典型的なビーム幅は
、約７．５°である。この角度は、中継塔からの４者のサービス顧客の角度分離より広く
、中継局と無線アンテナとの間のビームの角度分離より広い。具体的には、中継局からサ
ービスされるサイト間の最小角度分離は、１．９°である。無線アンテナ塔７９および中
継局７６の受信機間の角度分離は、施設７０の送信機から見て４．７°である。従って、
これらのマイクロ波ビームは空間的に分離され得ない。しかし、ＦＣＣパート１０１認可
規制は、１０．７～１１．７ＧＨｚのマイクロ波帯域内で１２の別個の送信チャンネルお
よび１２の別個の受信チャンネルの使用を規定しており、従ってこれらのマイクロ波ビー
ムはスペクトル的に分離され得る。このようにして、個別サイトへのリンク間ならびに中
継局および無線アンテナへのリンク間でのＦＣＣ後援周波数協調は、不干渉を保証するが
、相当に低減したデータレートによってである。ＦＣＣは、認可プロセスにおいて結合さ
れた空間および周波数協調を監督する「バンドマネージャ」を任命している。
【００４６】
（他の無線技法）
　５７～６４ＧＨｚ、７１～７６ＧＨｚ、８１～８６ＧＨｚおよび９２～１００ＧＨｚで
の固定ポイントツーポイントサービスに現在割当てられているＭＭＷ帯域を含む、米国連
邦通信委員会スペクトル割当ておよびサービス規則に一致しているあらゆるミリ波搬送周
波数が、本発明の実施において利用され得る。同様に、５．２～５．９ＧＨｚ、５．９～
６．９ＧＨｚ、１０．７～１１．７ＧＨｚ、１７．７～１９．７ＧＨｚおよび２１．２～
２３．６ＧＨｚを含むいくつかの現在割当てられているマイクロ波帯域のいずれかが、バ
ックアップリンクに利用され得る。ＭＭＷおよびマイクロ波チャンネルの両方の変調帯域
幅および変調技法は増やすことができ、やはりＦＣＣスペクトル割当てによってのみ制限
される。また、ＦＣＣ放出規制に一致する手段においてリンク距離にわたって変調搬送波
を送信することができるあらゆるフラット、コンフォーマルまたはシェープドアンテナが
、使用され得る。ホーン、主焦点およびオフセットパラボラ放物面反射器、および平面ス
ロットアレイは全部含まれる。
【００４７】
　送信パワーは、選択した搬送周波数またはその周波数のいずれかの分数調波で共振する
ガンダイオードソース、注入ロックド増幅器またはＭＭＷ管ソースにより生成され得る。
ソース出力は、ＰＩＮスイッチ、混合器または、二相もしくは連続相変調器を用いて、振
幅、周波数または位相変調され得る。変調は、単純な双状態ＡＭ変調の形をとることがで
き、または、例えば量子化振幅変調（ＱＡＭ）を用いて、２超のシンボル状態を含むこと
ができる。両側波帯（ＤＳＢ）、単側波帯（ＳＳＢ）または残留側波帯（ＶＳＢ）技法が
、１つのＡＭ側波帯を通過、抑圧または低減させ、それによって帯域幅効率に影響を及ぼ
すために使用され得る。位相または周波数変調方式もまた、単純なＦＭ、二相または１／
４位相シフトキーイング（ＱＰＳＫ）を含め、使用され得る。全または抑圧搬送波による
伝送が使用され得る。ディジタルソース変調は、適格なシンボル伝送方式を用いて、Ｈｚ
単位の変調帯域幅の最大８倍のビット／秒単位の任意のデータレートで実行され得る。ア
ナログ変調もまた実行され得る。モノリシックまたは個別構成部品パワー増幅器が、出力
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パワーを高めるために変調器の後に組み込まれ得る。直線または円偏波が、送信機および
受信機チャンネル間で偏波および周波数ダイバーシチを付与するために搬送周波数とのい
ずれかの組合せで使用され得る。１対の放物面反射器が、単一の送受信機において同様に
空間ダイバーシチを付与するために単一の放物面反射器の代わりに使用され得る。
【００４８】
　ＭＭＷガンダイオードおよびＭＭＷ増幅器は、リン化インジウム、ヒ化ガリウムまたは
メタモルフィックＩｎＰ－ｏｎ－ＧａＡｓ上に作製できる。ＭＭＷ増幅器は、短距離リン
クについては完全に削除され得る。混合器／ダウンコンバータは、モノリシック集積回路
上に作製するかまたは、ドープしたシリコン、ヒ化ガリウムまたはリン化インジウム上に
個別の混合器ダイオードから作製され得る。フェーズロックループは、マイクロプロセッ
サ制御されたクアドラチュア（Ｉ／Ｑ）コンパレータまたはスキャンフィルタを使用する
ことができる。検波器は、シリコンまたはヒ化ガリウム上に作製するかまたは、アンチモ
ン化インジウムを用いてヘテロ構造ダイオードから構成することができる。
【００４９】
　バックアップ送受信機は、代替的帯域５．９～６．９ＧＨｚ、１７．７～１９．７ＧＨ
ｚまたは２１．２～２３．６ＧＨｚを使用することができ、これらの全部はＦＣＣパート
１０１認可規制の下に包括されている。アンテナは、適格な利得を達成するために適切な
あらゆるサイズの、カセグレン、オフセットまたは主焦点放物面反射器、またはフラット
パネルスロットアレイアンテナとすることができる。
【００５０】
（プレハブセルラー基地局）
　好ましい実施形態において、プレハブ基地局が商業ビル屋上への迅速で容易な据付のた
めに提供される。上述の基地局の構成要素の全部は、プレハブ局内に事前に組立てられる
。これらの構成要素は、ユーザとの通信のためのセルラー送受信機および上述のように中
継線の一部としての動作のためのミリ波送受信機を含む。
【００５１】
　上記の説明は多くの仕様を含んでいるが、読者はこれらを、単にその好ましい実施形態
の例証としてのみ以外、本発明の範囲に対する制限として解釈してはならない。例えば、
ポイントツーポイント中継線に利用された７１．０～７６ＧＨｚおよび８１．０～８６Ｇ
Ｈｚ帯は、上記の用途において極めて良好に作動するであろう。本発明は、光ファイバー
通信が利用できず、また、通信サイト間の距離が約１５マイル未満であるが、自由空間レ
ーザー通信装置により合理的にサービスされ得るような距離よりは長い、そうしたロケー
ションに特に有用である。約１マイル～約１０マイルの範囲が本発明の適用に理想的であ
る。しかし、大部分晴天の気象を有する地域では、システムは、２０マイル以上の距離ま
で良好なサービスを提供することができよう。従って、読者は、上に挙げた例によってで
はなく、添付請求項およびそれらの法的等価物によって本発明の範囲を決定するように求
められる。
【図面の簡単な説明】
【００５２】
【図１】先行技術のセルラーネットワークを示す略図である。
【図２】単一の先行技術セルの特徴を示す略図である。
【図３】本発明の好ましい実施形態の略図である。
【図４】セル電話周波数から中継線周波数へのアップコンバージョンを例証する図である
。
【図５】中継線周波数からセル電話周波数へのダウンコンバージョンを例証する図である
。
【図６】屋上への据付のために設計された事前パッケージされたセルラー基地局の主要構
成要素を示すブロック図である。
【図７】出願人によって製作および試験された試作送受信機システムのミリ波送信機の概
略図である。
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【図８】出願人によって製作および試験された試作送受信機システムのミリ波受信機の概
略図である。
【図９】２００Ｍｂｐｓの送信ビットレートでの試作送受信機から測定された受信機出力
電圧を示す図である。
【図１０】ビットレートが１．２５Ｇｂｐｓに増大された図９と同じ波形を示す図である
。
【図１１Ａ】本発明の好ましい実施形態の１台の送受信機におけるミリ波送信機の概略図
である。
【図１１Ｂ１】本発明の好ましい実施形態の１台の送受信機におけるミリ波受信機の概略
図である。
【図１１Ｂ２】本発明の好ましい実施形態の１台の送受信機におけるミリ波受信機の概略
図である。
【図１２Ａ】本発明の好ましい実施形態の相補型送受信機におけるミリ波送信機の概略図
である。
【図１２Ｂ１】本発明の好ましい実施形態の相補型送受信機におけるミリ波受信機の概略
図である。
【図１２Ｂ２】本発明の好ましい実施形態の相補型送受信機におけるミリ波受信機の概略
図である。
【図１３Ａ】本発明の好ましい実施形態に関するスペクトル図を示す図である。
【図１３Ｂ】本発明の好ましい実施形態に関するスペクトル図を示す図である。
【符号の説明】
【００５３】
　１　電圧制御マイクロ波発振器
　２，３　同軸減衰器
　４　２ウェイパワーディバイダ
　５　三重平衡混合器
　６　２ウェイパワーコンバイナ
　７，２０，６１　前置増幅器
　８　８５ＧＨｚソース発振器
　９　混合器
　１２　線路引伸ばし器
　１３　導波管フィルタ
　１４　円形導波管
　１５　円形ホーン
　２Ｒ　受信機モジュール
　４Ｒ　受信機
　５Ｒ　２連縦続マイクロ波増幅器
　８Ｒ　局部発振器
　１４Ｒ　導波管ユニット
　１９，３７，５７，６０　メディアコンバータ
　２１，４１　空洞同調ガンダイオード
　２２，４２　影像阻止機器構成
　２３，２８Ａ，２８Ｂ，４３，４７Ａ，４７Ｂ　帯域フィルタ
　２４，４４　導波管
　２５，４５　偏分波器
　２６，４６　カセグレンパラボラアンテナ
　２９，４８　モノリシックＭＭＷ集積回路増幅器
　３０，５０　ダウンコンバータ
　３１，５１　フェーズロック同期検波器回路
　３２，５２　マイクロプロセッサ
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　３３Ａ，３３Ｂ，５３Ａ，５３Ｂ　低域フィルタ
　３４，５４　２乗ダイオード検波器
　３５，５５　積分パワー検波器
　３６，５６　自動利得制御回路
　３８，４０，４８，６２　カプラー
　３８，５８　ベースバンド混合器
　３９，４９　パワーコンバイナ

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】

【図１０】

【図１１Ａ】
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【図１１Ｂ１】 【図１１Ｂ２】

【図１２Ａ】 【図１２Ｂ１】
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【図１２Ｂ２】 【図１３Ａ】

【図１３Ｂ】
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